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第 4章社会保障制度と最低生活の保障
4.1. 社会保障制度と社会保険
4.1.1. 市場による所得分配の決定
市場による所得分配の決定様式に.2つの観点から光を当ててみることにしよう。
まず第 1に，資本主義体制は，クルーグマンの言う「漁師の社会」に近いものと
なるのか，それとも「金脈探し人の社会」に近いものとなるのか，という聞を発す
ることができる。 1973年以降，アメリカも日本も. I漁師の社会」から「金脈探し
人の社会」へと一歩近づいたとはいえ，完全に. I金脈探し人の社会J(或いは，
益々豊かになって行く少数の資本家と，最低生活を余儀なくされる労働者大衆とか
ら成る社会)になってしまったわけではない。ヒュームの用語を用いるなら (2.1.
参照).生活必需品に不自由することはないばかりか，生活便宜品も十分購入でき
る人々が，社会の多数派を形成しているからである O
第2に，市場による所得分配の決定様式に対して. I市場では消費者の欲求充足
に貢献した者のみが報酬を得る」という観点から光を当てることもできる。筆者は
十数年前から，市場のこうした特質を表わすために， I市場機構の非人格性」とい
う表現を用いてきた。その意味する所は次の通りであるO つまり，①市場での取引
に際しては，思想・信条・人種・匡l籍・年齢・性別等を理由にした差別が行われる
ことはないが，他方で，②市場は人間的あたたかみを欠いており，人々の窮乏度や
徳の高さなどは所得分配に全く反映されることはないのである。
第4章では，上の②に焦点を当てることにしよう。先のクルーグマンの比輸を続
けるなら，金脈探しに従事できない人や漁に出られない人(つまり，市場で所得を
得られない人)をどう処遇すべきなのだろうか?そうした人々が飢えるに任せる，
というのもひとつの選択肢である。しかし，筆者は，そうすべきではない，と考え
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る。
4.1.2. rベヴァリジ報告Jと「社会保障制度に関する勧告」
3.3.2.で，低所得階層・中所得階層・高所得階層という 3つの階層区分を行った
上で，各階層ごとの対応策を考えてみるのが有益だと述べた。そして，先進諸国に
於いては，①公的扶助制度等を用いての低所得階層への文化的最低生活の保障，②
公的年金制度や公的介護制度を介しての中所得階層の生活安定の実現，という面で
社会保障制度が重要な役割を果している，ということにも言及した。
さて，社会保障制度のあるべき姿を考える上で最も重要なもの(のひとつ)が
『ベヴァリジ報告Jである。第二次世界大戦の最中，イギリスでは， 1941年に，チ
ャーチル連立内閣によって「社会保険および関連サービスに関する現存諸制度の全
面的検討を行うための」委員会が創設され，この委員会の委員長にウィリアム・ベ
ヴァリジ (WilliamBeveridge)が任命された。この委員会は，翌1942年に， r社会
保険および関連サービスJと題する報告書を提出したのである。これが，俗に，
『ベヴアリジ報告Jと呼ばれるものである。
同報告書では，何よりもまず， i窮之からの自由」が誼われている。窮乏の最大
の原因が所得獲得能力の中断・喪失であり，それに次ぐ原因が所得に比べての家族
数の多さである，という調査結果が示される。そして，こうしたことから生じてく
る窮乏に対処するために，社会保険や公的扶助等を組み合わせた総合的な制度の創
設が提唱される O
人々が窮乏に陥らないようにするためには，最低生活の維持を可能にするための
所得の保障が為されねばならない。こうした所得保障の中核的役割を担うのが，強
制加入の社会保険である。社会保険によってカバーし切れない人は公的扶助の対象
となる。また，最低生活維持に必要な所得以上の所得の保障は，任意保険に委ねら
れる。そして，こうした所得保障制度が十分な機能を発揮し得るための前提条件と
図4-1 
????? ?? ?
???? ?、 ? 』??
??????
?????
(1) Beveridge， William (Reported): SociαIInsuranceαnd Allied Services， Presented to 
Parliament by Command of His Majesty， November 1942. (山田雄三監訳『ベヴァリ
ジ報告 社会保険および関連サービス』至誠堂，昭和44年)。
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して，①被扶養児童に対する手当，②広範な保健及びリハビリテーション・サービ
ス，③雇用維持，の3つが挙げられている。(図4-1参照)
第二次世界大戦後のイギリスでは，以上の如き構想に基づいて，社会保障制度の
整備が進められて行った。また，イギリスでのこうした動きは，他の国にも大きな
影響を及ぼしたのである O
わが国では， 1949 (昭和24)年に，社会保障制度審議会が発足し，翌1950(昭和
25)年10月に，その後の社会保障制度のあり方を方向づける上で非常に大きな役割
を演ずることとなった， i社会保障制度に関する勧告」が提出された。ここに，わ
が国に於ける社会保障の理念と定義が示されたのである。
「社会保障制度に関する勧告」は，以下に示すような 6編構成となっている。
総説
第1編社会保険
第2編 国家扶助(公的扶助のこと，吉津註)
第3編公衆衛生及び医療
第4編社会福祉
第5編運営機構及び財政
4.1. 3. 中所得階層の生活安定の手段としての社会保険
『ベヴアリジ報告』でも「社会保障制度に関する勧告Jでも，社会保険が中核を
成している。そして，第二次世界大戦後，多くの国で，社会保険の存在が中所得階
層の生活安定に大きく貢献してきたのである O というのも， i金脈探しに従事でき
なくなった人Jや「漁に出られなくなった人」に，それなりの所得や医療が保障さ
れてきたからである。
かくして，社会保障制度は， i市場では消費者の欲求充足に貢献した者のみが報
酬を得る」という市場の原理を修正・緩和する，という機能を果してきたのであり，
わけでも，社会保険が重要な役割を担ってきたのであるO
4.2. 人口高齢化と年金
4.2.1. 人口高齢化と新たな課題
第二次世界大戦後，先進諸国では，社会保障制度が着実に整備されて行った。し
(2) 健康保険組合連合会編『社会保障年鑑・ 1951年版』東洋経済新報社， 40-58頁。
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かし，人口高齢化と共に，各国は新たな課題に直面させられている O
人口高齢化に伴って生じてきた第 1の課題は， I現役世代」と「高齢世代」の利
害対立をどう調整して行くか，ということである O 富者対貧者の利害対立は，恐ら
く，社会の発生と同時に生まれてきたと思われる O そして，マルクスの描き出す社
会像に於いては，この対立は，資本家対労働者，という形で表わされている O この
ような形の利害対立の意味が，今日，小さくなったというわけでは，勿論，ないけ
れども，人口高齢化の下では，これに加えて，現役世代対高齢世代の利害対立とい
うものが発生し，人々の間の利害の食い違いは一層錯綜したものになっている。
現役世代対高齢世代の利害対立は，年金制度に於いて最も尖鋭的な形で現われて
くる。
高齢化社会が直面する第 2の課題は，要介護老人の大量発生にどう対応するか，
ということである O この点については， 4.3.2.で論ずることにする。
4.2.2. 年金制度一強制力を担保にした世代聞の助け合い
人口高齢化が進むと年金受給者が増え，年金給付額も脹んで行く。そして，年金
給付に必要な財源をいかにして調達するか，という問題が重要性を増してくる。年
金制度の財政方式に関しては，とりわけ，①積立方式か賦課方式か，②社会保険方
式か税方式か，という 2つの聞が重要である。①から始めることにしよう O ②は，
4.2.3.で検討する。
年金給付に必要な財源を事前に積み立てておく，というのが積立方式である。こ
れに対して，賦課方式の下では，その時々の年金給付に必要な金額が保険料として
徴収される。積立方式の最大の長所は，その原理的明噺さにある。ある世代の人々
が保険料を積み立てておき，彼らが老齢になった時に，積立金を年金として受け取
る，というのは非常に分かりやすい。
しかし，積立方式には，少なくとも，重大な欠陥が2つある。まず第 1に，積立
方式はインフレーションに対して脆弱である。インフレーションの時代にあっては，
積立金の実質価値は減少して行く。こうなると，老後の生活保障は危うくなってく
る。そして，第三次世界大戦後は，おおむね，物価上昇が優位したのである O
積立方式の第2の欠陥は，年金制度創設時の二重負担である。年金制度創設時に
「現役世代」であった人々は，①自らの親や祖父母を私的に扶養する一方で，②自
らの老後に備えて年金保険料も負担しなければならない。こういった世代の負担を
許容可能な範囲内に留めるために年金保険料を低水準に抑えるなら，積立方式の原
理に立脚する限り，彼らが将来受け取る年金額もわずかなものとならざるを得ない。
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かくして，ほとんどの国が，年金の財政方式として賦課方式を採択するに到った
のである。高山憲之教授は，賦課方式を， r強制力を担保とする世代と世代の助け
あいjと規定している。こうした状況の下では，現役世代と老齢世代の双方が何と
か我慢ができるように，年金給付と負担に関わる調整を怠らないことが重要になっ
てくる。
4.2.3. 社会保険方式の限界(?)
社会保障制度は，資本主義の体制原理，わけでも， r市場では消費者の欲求充足
に貢献した者のみが報酬を得る」という所得分配原理を，修正・緩和するという機
能を果してきた。
さて，資本主義体制下の所得分配原理の修正・緩和を論ずるに当って， r救貧」
か「防貧」か，ということを考えてみる必要がある。社会保障制度のひとつの柱で
ある「公的扶助」制度は，生活困窮に陥った人を， r事後的にj救済するものであ
り，その財源は税によって賄われている。これに対して，社会保障制度のいまひと
つの柱である「社会保険」制度の場合には，人々が「事前にJ，老齢や失業等に備
えて，保険料を蓄えておき，不測の事態が起った時に，必要な給付が為されるので
ある。公的扶助制度は「救貧」のための制度であるのに対して，社会保険制度は
「防貧jのための制度である，と言い換えることも可能で、ある。
これら 2つの制度の内，いずれが資本主義体制とより親和的か，を問うなら，社
会保険制度の方がより親和的である，ということは明らかである。従って，第二次
世界大戦後，多くの国で，中所得階層の生活安定を図る上で社会保険制度が中心的
な役割を果してきた，ということには十分な理由がある。
とはいえ，年金制度の財政方式として賦課方式が採られるようになると，保険料
の納付に対して受給の権利が生じる，という保険の原理は，少しばかり，暖昧化し
てくる。このことに加えて，年金保険料負担の重圧という問題が存在する。人口高
齢化に伴って，年金受給者が増えるO 増大する年金給付の財源は保険料によって賄
われるのであるから，当然， r現役世代」の負担する年金保険料は引き上げられざ
るを得ない。しかし，保険料の上昇につれて，保険料納付の負担に耐えられない人
の数も増えて行くであろう。保険料を納付できない人は無保険者となる。「年金制
ゆえん
度の空洞化」ということが言われる所以である O
こうしたことに歯止めをかけるためには，年金保険料の上昇にブレーキをかける
(3) 高山憲之『年金の教室 負担を分配する時代へ.1PHP新書，平成12年， 62頁。
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ことが必要になる。しかし，年金給付は増大する O そこで，唯一の可能な選択肢と
して，年金制度への公費の投入が為されることとなる。かなりの税金が年金制度に
投入されるということになれば，年金制度を社会保険制度と呼んでよいのかどうか，
かなり怪しくなってくる。かくして，現実の年金制度は，社会保険方式と税方式と
の折衷型となっている。
4冨3. 医療と介護
4.3.1. 社会保険か公費医療か
年金制度が整備されれば，老後の生活はより安定したものになる。また，失業
保険制度が創設されるならば 失業時の生活水準の急激な低下を回避することが
可能になる O しかし，中所得階層の生活安定を図るという観点からすれば，これ
だけでは十分とは言えない。なぜなら，大病をして高額の医療費が必要となり，
そのことが原因となって家計が破綻する，という可能性を否定できないからであ
る。
病気やケガへの備えは，私保険によって行う，という選択肢も考えられる。しか
し，第二次世界大戦後，ほとんどの先進諸国は，医療保障のための公的制度を整
備・拡充していった。イギリスでは， rベヴアリジ報告』の段階から，医療保障は
税方式による，という考え方が打ち出されていた。しかし，医療保障に関しては，
社会保険方式を採る国の方が多い。 4.2.3.で指摘した如くに，社会保険方式の方が，
資本主義体制とはより親和的である。その反面で，社会保険方式の下では，保険料
未納者問題が存在する O
公費医療(税方式)と医療保険(社会保険方式)のいずれがより優れているのか，
に簡単に答えを出すことはできない。更に，社会保険方式を採用している国でも，
かなりの額の税金が医療保障のために投入されており，ここでも，年金制度の場合
と同様に，現実の制度は折衷型のものとなっている。
4.3.2. 介護
4.2.1.で，人口高齢化と共に，①「現役世代jと「高齢世代」の利害対立，②要
介護老人の大量発生，という 2つの新たな課題が登場してきた，ということを指摘
した。ここで，②について若干のことを述べておこう。
本研究の中心テーマは「所得分配Jである。しかし， I要介護老人の大量発生」
は，所得分配問題とは別次元にある新たな問題である。岡本祐三教授は， 65歳以上
人口の急増により，疾病構造に変化が起り，大量の「高齢障害者(要介護老人のこ
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と，吉津註)Jが生み出されてきた，という言い方をしている。
要介護老人にいかに対処すべきであろうか?要介護老人の介護をその家族に委ね
る，ということは可能だろうか?多くの場合，可能ではない。一方で，疾病構造の
変化故に，高齢障害者の要介護期間が大きく伸びた，ということを岡本教授は指摘
する O 他方に於いて，先進諸国では軒並に，核家族化・少子化によって家族の介護
力は低下しているO それでは，要介護老人を病院や老人ホームに収容する，という
のはどうであろうか?病院の本来の機能は，病人やケガ人を治療して彼らの社会復
帰を助ける，ということにあるのだから，要介護老人を病院へ送り届ける，という
のは好ましい選択肢とは言えなしミ。老人ホームは高齢者の居住のための施設である
から，要介護老人を老人ホームに収容する，というのは合理的な選択である。とは
いえ，老人ホームの収容能力の伸びには限界があって，要介護老人の伸び率に追い
つかない。
こうしたうことに加えて，多くの人が，老後も自分の住み慣れた家・住み慣れた
環境で暮らしたいと考えている。これは，全く自然な感情であろう。かくして，
「在宅介護」という考え方がクローズ・アップされるようになって行ったのである。
体力の衰えた老人が「自宅」で生活できるようにするためには，様々な保健・医擦
サービス，福祉サービスが，在宅の要介護老人に供給されねばならない。こうした
サービスの供給を市場に期待するには無理がある。そこで，公的介護保障制度が必
要になってくる，というわけである O
わが国で， 2000 (平成12)年4月より始まった，介護保険制度も，このような流
れの中で把えられねばならない。
(4) 岡本祐三『医療と福祉の新時代「寝たきり老人JはゼロにできるJ日本評論社，平成5
年/r高齢者医療と福祉』岩波新書，平成8年。
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第5章 所得分配に関しての政策提言
5. 1. 社会制度の不可欠性
1. 2. (1)で，ヒュームの私有財産制度擁護論について論じた。そこでの議論の出発
点は， I人間には抜き難い欠陥が存在する」ということであった。個体としての人
間は，他のいかなる生物にもまして，弱々しい存在であり，従って，人間は社会を
形成し，協力・分業を介して，こうした欠陥を克服しなければならない。
しかし，他方に於いて，人聞は， I自らの欲求充足」をまず第一に考える，利己
的な存在である。複数の人聞が集まれば，必ず諸利害のせめぎ合いが起ってくる。
こうした諸利害のせめぎ合いを調整して，無政府状態を回避しつつ，社会を維持し
て行くことが必要で、ある。ヒュームは，私有財産制度が社会形成・維持のための最
も重要な条件である，と考えたのである。私有財産制度が維持されて行くためには，
所有・権利・債務等々についての法律が必要で、あろうし，こうした法律が道守され
るためには警察機構の確立が必要になろう。警察機構の維持のためには財源がどこ
かに求められねばならず，そのためには，税制度といったものが確立されねばなら
ない…ーといった形で様々な社会制度が形成されてきたのであろう O つまり，人聞
が生きて行く上で社会制度は不可欠のものだ，ということである。
こうした社会制度の内で，市場は最も有用なもののひとつである。それは，人々
の諸利害のせめぎ合いを調整する上で，絶大なる効力を発揮する。多くの場合，
人々の利己心に根ざした経済活動は，市場の提示する価格というシグナルを介して，
相互に調整されて行くからである。
5.2. 所得分配に関しての4つの政策提言
1980年代後半から1990年代初めにかけての社会主義体制の瓦解という事実を前に
して， I我々は市場なしに済ますことはできない」という主張に異を唱え得る人は，
ほとんど存在しないのではないだろうか。しかし， 4.1.1.で指摘した如くに，市場
は非人格的な機構である，という事実も重大である。市場では消費者の欲求充足に
貢献した者のみが報酬を得る。このことは，思想・信条・人種・国籍・年齢・性別
等を理由にした差別が行われることはない反面，市場での所得分配決定様式は全く
人間的あたたかみを欠くものになる可能性が高い，ということを意味するO
市場で所得を得られない人々をどう処遇すべきであろうか?彼らが飢えるに任せ
る，という選択肢もあるが，筆者は，そうした選択肢を選ぶ「べき」ではない，と
考えている。以下に，所得分配に関しての筆者自身の政策提言を示し， 5.3.で，そ
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れらが正当化可能かどうかを検討することにしたい。
提言 1 我々は，市場で、決ってくる所得分配を妥当なものとして受け入れる「べ
き」であるO
提言2 しかし，少なくとも経済が一定の発展段階を超えた後は，市場で決って
くる所得分配に修正を加える「べき」である。
提言 3 低所得階層に属する人々に対しては，公的扶助制度等を用いて，文化的
最低生活を保障するよう努める「べき」である O
提言4:中所得階層に属する人々の生活安定を図るために，老齢・疾病・介護・
失業・労働災害等に関わる公的制度を設ける「べき」である。
(提言3並びに提言4は，社会保障制度を設立し・維持して行く「べきJであ
る，という風に言い換えることもできる。)
補足:高所得階層に対して，累進所得税や相続税を課してもよいのかもしれない。
但し，この点については，筆者自身は上記提言 1-4の場合ほど，自信を
t寺って語;ることはできない。
5.3. 正当化可能か 7
5.3.1. 近代哲学の特徴一一主観性への傾斜
近代哲学の特徴のひとつは「主観性 (subjectivity)Jへの傾斜である O この主観
性への傾斜は，認識論と価値論の双方の領域で， i相対主義」を台頭させることに
なった。ヒュームの『人性論』は，この 2つの領域での「相対主義jを最も象徴的
に代表する著作である。
『人性論』の第 1編では， i原因」の観念・「結呆jの観念に批判が加えられ，
「帰納 Gnduction)Jという方法の土台が打ち砕かれてしまったのである。「帰納」
を封じられた時，我々は，いかにして確実な知識に到ることができるのであろう
か?認識論の領域に於ける「相対主義」に対して，筆者はお手上げ状態にある。そ
の聞の事情を，筆者は， i帰納と合理性JU広島経済大学研究論集，第11巻第 1号，
1988年6月)という論文で論じた。それ以降，筆者は， i科学的推論にとっては
『帰納Jと『演鐸』の双方が必要で、あるJという，愚にもつかない(7)結論でお
茶を濁してきている。
他方，価値の領域に於ける「相対主義」に対して，筆者は，次のように考えてい
るO 例えば， 1543年(この年にコベルニクスが死んでいる)に，地球上のすべての
人が「太陽が地球の周りを回っている」という説に同意していたとしても， iすべ
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ての人の同意」はこの説の正当化の根拠とはなり得ない。こと認識に関する限りは，
「すべての人の同意」をもって，ある説を正当化することはできない。それに対し
て，やはり1543年に，地球上のすべての人が「王制が最良の統治形態である」とい
う見解に同意していたとすればどうであろうか?価値判断に関する限りは， rすべ
ての人の同意」はある主張を正当化する上での根拠となり得る，と筆者は考える。
もし，このことが容認され，且つ， rすべての人の同意」に到る道筋を見い出し得
るとすれば，我々は，価値の領域に於ける「相対主義の泥沼Jから脱出できるかも
しれない。
5.3.2. ピグウ，ロビンズ，新厚生経済学
2.2.で，所得分配に関するピグウの議論を検討した。所得(再)分配に関しての
ピグウの結論は次のようなものであった。
結論1: r貧者」の代表とみなされる「賃金所得者」への所得移転が行われるな
ら，国民分配分が縮小する可能性がかなり高い。
結論2 しかし，賃金所得者の実質所得の増加はある社会の経済的総厚生を増大
主主ゑので，我々は一定の範囲内で賃金所得者への所得移転を行うべき
である。
結論2の下隷を付した部分を別の形で表現すれば， r一定の所得から，貧者(賃
金所得者)は富者よりもより大きい欲求充足を引き出す」ということになる。ロビ
ンズは，こうしたことは科学的に論証できない，と論じたのである (2.3.1.参照)。
こうしたロビンズの議論を受けて，次のような特徴を持つ「新厚生経済学」が生
まれたのである (2.3.2.参照)。
1.新厚生経済学に於いては， r貧者の欲求充足」と「富者の欲求充足」の比較を
科学的に行い得る可能性が否定されるO
2.新厚生経済学に於いては， r貧者の欲求充足」と「富者の欲求充足Jを比較す
るという問題は回避される。即ち，ある社会に於ける個々人の重要性を評価す
る，ということが回避されるわけである。
以上のような資質を持つ新厚生経済学は，所得分配の問題に取り組むに際して，
何の助けにもならない。
5.3.3. ヒュームとへア
5.3.3.1. ヒューム
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5.3.1.で，ヒュームの『人性論』は認識論と価値論という 2つの領域での「相対
主義」を最も象徴的に代表する著作である，と述べた。価値の領域での「相対主義」
的な要素は， r人性論』第3編の最初の部分で，①道徳的区別は道徳感から来る，
②「である」のみから成る命題は「べきJを含む命題とは別次元にある，という主
張の形をとって現われているO
(1) 道徳的区別は道徳感から来る
『人性論』第 3編冒頭で，ヒュームは，道徳的区別は理性 (reason)に由来する
ものではない，と述べている O ここで道徳的区別というのは，人間の行動・心持
ち・性格に関する徳・悪徳の区別である。つまり，ある人の行動や心持ちゃ性格が
賞賛に値するのかそれとも非難さるべきものか，に関しての区別である O
さて，こうした道徳的区別が理性に由来するのでないなら，それはどこからやっ
て来るのだろうか?ヒュームによれば，それは道徳感 (moralsense) に由来する
(r人性論』第 3編第 1部第 2節)。ある人の行動，心持ちないレ性格が我々に快い
感じを与えるなら，そのことが，その人の行動，心持ちないレ性格が有徳である，
との感じを我々に与え，それが道徳感となって結実して行く，というのである。反
対に，ある人の行動・心持ち・性格が我々に不快感を与えるなら，その人の行動・
心持ち・性格は不道徳なものということになる O
(2) rであるJのみから成る命題と「べき」を含む命題は別次元にある
『人性論J第3編第 1部第 1節最終パラグラフで，ヒュームは次のように述べて
いる。
「道義に関して私がこれまでに出会ったすべての体系に於て，私は常に気がつい
て来たのであるが，それらの体系を説く者は，始め暫くのあいだ通常の論究のし
方で、進んで、行って，神の存有を確立し，或は人間界の諸事象に関するいろいろな
考察を行う O が，そのとき突然，私は見出して驚くが，私の出会う命題はすべて，
(1) Hume， David: A Treatise of HumαnNαture， Being αn Attempt to Introduce the 
Experimental Method of Reαsoning into Moral Subjects， 1739-40， in: Dαvid Hume-
The Philosophical Works， ed. by T.H. Green and T.H. Grose， 4 Vols， London 1874-
75， Scientia VeI匂g，Aalen 1964. (大槻春彦訳『人性論J岩波文庫，昭和23-27年)0 
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であるとかでないとかいう・命題を結ぶ・通常の連辞のかわりに，べきである又
はべきでないで結合されて，そうでない命題には何一つ出会わないのである。こ
の変化は，これを看取する者がないとはいえ，極度に重大な事柄である。何故な
ら，このべきである或はべきでないは，断言の或る新しい関係を表現している。
従って，これを観察して解明する必要がある。また同時に，いかにしてこの新し
い関係がそれと全く異る他の関係から導き出されることができるか，その理由を
与える必要がある。しかも，この理由を与えることは全く想いもつかないことの
ように思えるのである。」
「である」のみによって構成されている命題から， ["べきjを含む命題を一直糠
に導き出すことは許されない，という指摘である。この点については， 5.3.4.1.で，
再度言及する。
(3) ヒュームの倫理学説の欠陥
ヒュームの倫理学説には重大な欠陥がある，と言わざるを得ない。ある人の行
動・心持ち・性格が有徳であるか否かの基準が，例えば，ヒュームにとっての，或
いは筆者にとっての，或いは本研究の読者にとっての快・不快の感じ方にあるとす
れば，人々の間に快・不快の感じ方に相違が存在する限り，一般的で普遍的な道徳
判断は存在し得ないことになる。もしそうだとすれば，我々は，価値の領域に於け
る「相対主義の泥沼」に落ち込んでしまう。
しかし，筆者は，こうした「相対主義の泥沼」から抜け出すためのヒントが，
R.M.ヘアによって与えられている，と考えている。そして，このへアの主張に何
ほどカ、のものをfすけ力日えることにしたい。
5.3.3.2. へア
(1) 普遍的指図
道徳語も含めたすべての価値語には，記述的 (descriptive)機能と評価的
(evaluative)機能の双方が備わっている，ということが，ヘアの『道徳の言語Jに
於ける最も重要な結論のひとつであった。次の3つの文章を検討してみよう。
(2) Hume， David， ibid.， Vo1. I， pp. 245-246. U人性論』第4分冊， 33-34頁)。
(3) Hare， Richard M.: The Lαnguα:ge of Morαls， Clarendon Press， Oxford 1952. (小泉
仰・大久保正健訳『道徳の言語j勤草書房，昭和57年)。
1.これは赤い自動車である。
2.これはよい自動車である。
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3.彼は道徳的によい人間である。
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1の「赤い」という語は言及されている自動車に備わっている色についてのある
性質を記述している。それに対して 2に於ける「よいJはどうであろうか? Iこ
れはよい自動車である」と言った人には，当然，よい自動車についての何らかの基
準があるはずで、ある。例えば，乗り心地がよい，加速性に優れている，燃費がよい，
等々であろう。だとすれば，彼がよい自動車の基準だと考えているものを満たす自
動車は「すべて」よい自動車だということになる。 3の場合の基準とは，例えば，
約束を破らない，他人に対して親切で、ある，個人的理想の実現のために絶え間なく
努力している，等々であろう。この道徳語の「よい」も言及されている人物に備わ
っている一定の性質を記述しているのである。
しかし，価値語の機能は記述に尽きるわけで、はない。 1の「赤いjと 2並びに
3の「よいJを比較すれば，その点が明らかになる。「これは赤い自動車である」
と言う人は，その自動車の色を告げているに過ぎない。それに対して， Iこれはよ
い自動車であるjと言う人は，その自動車の乗り心地がよく，加速性がよく，燃費
がよい等といったことを告げているだけではない。その人は，この自動車を「勧め」
てもいるのである。つまり，価値語には評価の機能も備わっており， Iあるものを
プラスに評価する」ことの内には，それに対する賛成・肯定の態度，或いはそれを
「勧め」ょうとする態度が含意されているのである。この点は道徳語としての「よ
い」についても同様である。
かくして，道徳語は記述と評価の双方の機能を担うことになる。こうした道徳語
を用いて表わされる道徳原理や道徳判断は，一方に於いて，道徳語の記述力の故に，
記述の基準となったものを満たす「すべて」のものに「普遍的に」適用されること
になる。他方，道徳語の評価力の故に，道徳原理や道徳判断はあることを「勧め」
「指図する」力を持つことになる。従って，それは「普遍的指図(universal 
prescription) Jということになる。逆に言うなら，普遍的に指図できないものは，
道徳原理もしくは道徳判断とは呼び得ないのである。
(2) 普遍的指図の衝突
ヘアによれば，普遍的に指図できない原理や判断を排除することによって解決で
きる道徳上の問題の範囲は，それほど広くはなし、。むしろ，大抵の道徳上の難題は，
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普遍的に指図できる道徳原理やそこから引き出される義務の聞の衝突によってもた
らされるのである。「約束を守れjも， I友人に親切にせよJも， Iおぼれかけてい
る人を助けよ」も，すべて普遍的に指図することができる。しかも，これらの普遍
的指図は互いに衝突し合う可能性がある。
例えば，次のような場合がそうであるO
1.私は自分の子供達に，次の日曜日にピクニックに連れて行く約束をした。
2.当の日曜日に，何年も外国に居た友人が私の家を訪ねて来て，私の職場を案内
してもらいたがっている O
この場合には，子供達との約束を守ることか，友人に親切にすることのいずれか
を断念せざるを得ないで、あろう。
交戦中の敵国潜水艦追跡中に次のような状況に追い込まれた駆逐艦の艦長は，更
に重大な選択を迫られることになるだろう。
1.敵潜水艦の追跡中に，駆逐艦の艦員の 1人が誤って海に落ちた。
2.もし，駆逐艦の艦長が爆雷攻撃を命じなければ，敵潜水艦は逃げのび、てしまっ
て，味方の多くの船を沈め多くの人を殺すであろう。
3.しかし，爆雷攻撃をすれば，海に落ちた艦員は死んでしまう O
(3) critical moral thinking 
道徳的義務の衝突によってもたらされる難題を処理するために，ヘアは，道徳的
思考のレヴ、エルを 2つに区分する，という理論を提示する。この 2レヴ、エル理論に
よって道徳上の難題の幾っかを解決することが， r道徳的に考えること』の中心テ
ーマなのである。彼は，道徳的思考を①直観的な Ontuitive) レヴェルと，②クリ
テイカルな (critical)なレヴェルとに区分する。直観的なレヴ、エルでの道徳的思考
をいくら行っても，義務の衝突を解決することはできない。しかし，クリテイカル
なレヴェルに於いては，その衝突を解決する条件が存在することもあるのである。
(4) Hare， Richard M.: Moral Thinking-lts Levels， Method，αnd Point， Clarendon Press， 
Oxford 1981， (内井惣七・山内友三郎監訳『道徳的に考えることーレベル・方法・要点J
勤草書房，平成 6年)， 2.1. 
(5) Hare， Richard M.， ibid.， 2.2. 
(6) Hare， Richard M.， ibid.， 2.1. 
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それでは，このクリテイカルなレヴェルでの道徳的思考によっていかなることが成
し遂げられるのであろうか?それを説明するためには， r一応の原理 (primafacie 
principle) Jという概念に言及しておかねばならない。直観のレヴェルで受け入れ
られている道徳原理は「一応の原理」なのであって，一応の所は正しい，といった
類のものなのである。 2つの「一応の原理」から引き出される 2つの「一応の義
務」が衝突する場合には，いずれかが他方に対して優先させられねばならないので
あるO
そこで，クリテイカルなレヴェルに於ける道徳的思考の役割は次の 2つになる。
1.直観的な道徳的思考に於いて用いられる「一応の原理jの最良の集合の選択
2. r一応の原理Jの間で起る衝突の解決
5.3.3.3. ヘアの倫理学説の合意
道徳判断は道徳感 (moralsense)或いは，その他の何らかの感情 (someother 
feeling)から発するものであったとしても，それは，単なる欲求 (desire)の表現
ではない。なぜなら，それは「普遍的指図」だからである。つまり，ある道徳判断
(普遍的指図)を下す人物は，自らも，それによって拘束されるのである。
ある人の受容するある「普遍的指図jが，やはりその人物が受容できる別の「普
遍的指図」と衝突する時には， critical moral thinkingの出番となる。
取り扱いがはるかに難しいのは，ある人物によって受容される「普遍的指図」が，
別の人物によって受容される別の「普遍的指図」と衝突する場合である。ヘアの倫
理学説には以下のことが含意されている，と筆者は考える。
n言霊tJ.'Jcriticα1 morα1 thinkingを涯で獲得されたλ物Aの f普遍的指図J
と，やはり， fjZ窒tJ.'Jcritical morα1 thinkingを涯で獲得された人物Bの
f普遍的指fJ!/Jと汐苛衝突す吾場合でる， ぞれらは共に f道徳的に正当 (m01・ally
legitimαte) J tJ.，ものであ-?>。そして，ヘアの倫理学説は，こうした状況が生じ
た時には，処方連 (prescription)を提示することはできない。
5.3.4. 所得分配に関しての政策提言は正当化可能か?
5.3.4.1. rである」命題は「べき」命題に間接的に影響を与える
(il Hare， Richard M.， ibid.， 3.3. 
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5.3.3. 1. (2)で， rである」のみから成る命題と「べき」を含む命題とは別次元に
ある，というヒュームの主張を紹介した。ここで， rである」と「べき」の関係に
ついて考えてみよう。「べきJを含む道徳判断は人間によって下される。人聞が道
徳判断を下そうとする時， rである」のみから成る命題は，何ほどかの影響を及ぼ
すであろう。
かくして，筆者は， rである」命題は「べきJ命題に間接的に影響を与える，と
考える。
5.3.4.2. 究極的な道徳上の一致か? 楽観主義のすすめ
人物Aが「完壁なJcritical moral thinkingを経て獲得した「普遍的指図」が，
人物Bが「完壁なJcritial moral thinkingを経て獲得した別の「普遍的指図Jと衝
突する，というのであればお手上げである。我々は「相対主義の泥沼」から逃れら
れない。しかし，諦める必要はない，と筆者は考える。なぜなら，人類の現在の状
態は， r完壁なJcritical moral thinkinから程遠い所にあるからである。我々は，
少なくとも今の所は，①たとえ人々が「完壁なJcritical moral thinkingを行った
としても，異なった人々の間での普遍的指図の衝突は完全に解消しない，②人々が
「完壁なJcritical moral thinkingを行ったなら，彼らの最も基本的な普遍的指図は
一致する，のいずれが正しいのか決することはできない。
筆者は， r人々が『完壁なjcritical moral thinkingを行ったなら，彼らの最も基
本的な普遍的指図は一致する」と念じつつ(空想的なたわごとか?)， critical 
moral thinkingの必要性を説き且つ， rである」命題群を用いて人々の聞の合意形
成の努力を続けたい，と考えている。
5.3.4.3. 4つの政策提言に対する「社会的合意」の形成は可能か?
5.2.で，所得分配に関しての，筆者自身の政策提言を行った。それは，以下のよ
うなものであった。
提言 1 我々は，市場で、決ってくる所得分配を妥当なものとして受け容れる「べ
きjである。
提言 2 しかし，少なくとも経済が一定の発展段階を超えた後は，市場で、決って
くる所得分配に修正を加える「べき」である。
提言 3 低所得階層に属する人々に対しては，公的扶助制度等を用いて，文化的
最低生活を保障するよう努める「べき」である。
市場と所得分配(4) 83 
提言4:中所得階層に属する人々の生活安定を図るために，老齢・疾病・介護・
失業・労働災害等に関わる公的制度を設ける「べき」である。
今日の先進諸国の住民の大部分の者は，上記4提言に同意するであろう。これら
に同意しない人々にどう対応すべきであろうか? iである」命題群を駆使して，そ
うした人々の同意を得るための努力を続けるべきである，というのが筆者の考えで
ある。そして，こうした考え方の基礎に， i価値の領域に於いては， rすべての人々
の同意』はある主張を正当化する根拠となり得る」という筆者の見解が横たわって
いるのである。
